
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成17年5月2日
担当部：地球環境部第二グループ環境管理第二チーム

1．案件名

パラオ共和国廃棄物管理改善プロジェクト

2．協力概要

(1) 協力内容

本プロジェクトは、パラオ共和国資源開発省公共事業局およびコロール州をカウンターパート機関と
し、1）廃棄物処分量を低減するための国家方針の策定、2）不適正処分場管理の改善、3）廃棄物関
連機関の能力向上、という3つの成果を主要コンポーネントとする。これにより、パラオ共和国にお
ける廃棄物対策を講じるための全体のキャパシティ（廃棄物適正管理能力）が強化され、廃棄物の
3R（Reduce, Reuse, Recycle）が促進されることを目的とする。

(2) 協力期間

3年

(3) 協力総額（日本側）

1.9億円

(4) 協力相手先機関

パラオ共和国資源開発省公共事業局およびコロール州公共事業局

(5) 国内協力機関

なし

(6) 裨益対象者及び規模、等

対象地域：コロール州を中心にパラオ共和国全16州、ミクロネシア連邦およびマーシャル諸島共和国

ターゲット：直接的には資源開発省、コロール州関係者に加え、プロジェクトの活動で行なう研修を
通じて、地方自治体の廃棄物管理に携わる職員、およびミクロネシア連邦およびマーシャル諸島共和
国で廃棄物管理にかかわる職員等も裨益対象者となる。

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

パラオ共和国では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化からさまざまな生活物資をアメリカやア
ジアの先進諸国からの輸入に依存しており、その量が急激に増えている。その結果、輸入品の消費に
よる廃棄物の排出量が増加するとともにその種類も多様化している。今日まで廃棄物問題に関して
は、その重要性は認識されているものの、ほとんど対策が講じられないまま放置されてきた。した
がって、発生する廃棄物はほとんどすべてが埋立処分され管理も不適正なことから、各州のごみ埋立
地は典型的なオープンダンプと化し周辺環境や公衆衛生に悪影響を与えている。なかでも、首都コ
ロールに立地するMドック処分場は中央政府により数十年にわたって不適正な埋立管理が継続されて
きた。当該処分場は市街地に隣接していることから周辺住民や商業施設から多くの苦情が寄せられて
いると同時に、国家財源として重要な産業である観光にも悪影響を与えている。さらに、新規埋立処
分場の建設のめどが立っていないため当面は現処分場を継続使用するほかないが、廃棄物の増加によ
る将来の埋立容量の逼迫も懸念されている。



（2）相手国政府の国家政策上の位置付け

以上のような状況を改善するため、パラオ政府は廃棄物問題を緊急かつ重要課題として認識し、廃棄
物の発生抑制、リサイクル促進、埋立地の改善、ごみ教育啓蒙を含めた総合的な廃棄物管理システム
の構築を進めようとしている。しかしながら、財源、人材、技術等の不足により事業の計画や実施に
大きな支障をきたしている。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付
け）

2003年5月に開催された第3回太平洋・島サミットにおいて、より安全で持続可能な太平洋の環境保
全のイニシアティブ（沖縄イニシアティブ）の中で廃棄物問題が取り上げられ、我が国は廃棄物管理
改善に対する支援を共同計画の中に盛り込んでいる。また、2005年4月に開催された3Rイニシアチ
ブ閣僚会合では、廃棄物の発生抑制Reduce、資源及び製品の再利用Reuse、再生利用するRecycleの
推進を目指しており、我が国の持続可能な開発政策に一致している。一方、JICA国別事業実施計画に
おいても、協力重点5分野の一つに環境保全が挙げられており、本プロジェクトはその中の開発課題
「固形廃棄物処理体制の改善」に位置付けられる。

4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

＜プロジェクト目標＞

中央政府およびコロール州を中心として、パラオ国の廃棄物対策を講じるためのキャパシティが強化
される。

＜指標＞

プロジェクト終了時に、開始時に比べて、キャパシティ向上目標項目の7割以上が改善される。目標
項目についてはプロジェクト開始後に、C／Pと協議の上決定する。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

＜上位目標＞

1. コロール州における廃棄物管理の改善が同国内の他の州に普及する。
2. パラオ国での成果・経験がモデルとしてミクロネシア地域の他国に普及する。

＜指標＞

パラオ国のコロール州以外の州での会議、研修、出版物などで、管理政策の発表が行なわれる。
ミクロネシア地域内で、プロジェクト終了後3年以内に少なくとも1つの近隣国において、廃棄
物管理のモデル事業が導入される。

（2）成果（アウトプット）と活動

＜成果1＞

廃棄物処分量を減少させるための国家の方針が策定される。

＜指標1＞

持続的な廃棄物管理のための戦略計画素案が策定される。



＜活動1＞

（1-1）廃棄物発生抑制・削減のための制度、方法の検討

（1-2）既存の総合的廃棄物管理計画のレビューと持続的な廃棄物管理のための戦略計画の素案の作
成

＜成果2＞

コロール州の環境衛生を改善するために既存の不適正な最終処分場管理が改善される。

＜指標2＞

コロール州のMドック処分場が衛生埋立に改善される。
Mドック処分場運営管理マニュアルが策定される。

＜活動2＞

（2-1）適正技術（準好気性衛生埋立）の導入を中心とするMドック処分場の改善計画の立案と実施

（2-2）Mドック処分場運営管理マニュアルの策定と適用

＜成果3＞

廃棄物管理関連機関の能力向上が図られる

＜指標3＞

パラオ国の10以上の州が国内で開催されるワークショップに参加する。
他のミクロネシア諸国関係者が参加するワークショップが毎年少なくとも一回開催される。

＜活動3＞

（3-1）パラオ国内の廃棄物管理関連機関のキャパシティ分析・評価と向上目標項目の設定

（3-2）廃棄物管理ワークショップの計画作成と実施

（3-3）ワークショップおよび研修員のフォロー

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額 約1.9億円）

専門家派遣 45M／M（廃棄物処分場管理、収集運搬・3R、廃棄物政策・制度、キャパシティ
ディベロップメント、環境教育）
既存処分場改善費用分担
供与機材（埋立管理機械：建設機械等）
研修員受け入れ
現地コンサルタント傭上
プロジェクト活動費

2）パラオ国側（総額77百万円）

オペレーティングコストなど（75百万円）
パラオにおけるローカル研修コスト（2百万円）

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

カウンターパートが離職、転職しない。
パラオ側の投入（オペレーティングコスト、メンテナンスコスト等）が適切に実施される。
パラオ側が少なくともプロジェクト期間中はコロール州のMドック処分場の使用を継続する。
パラオ側がMドック処分場の運営管理責任の移管に同意する。



5．評価5項目による評価結果

以下の視点から評価した結果、本協力の実施は適切であると判断される。

（1）妥当性

以下の理由により本プロジェクトの妥当性が高いと判断する。

1. 対象国のニーズ：パラオでは近年の社会・経済開発の進展により廃棄物の量が増大しその種類も
多様化している。しかしながら、土地の制約の多い小島嶼国であるため、廃棄物の処分地の確保
が困難である上に、埋立地の管理が不適正なことから周辺住民や環境に負の影響を及ぼしてい
る。廃棄物に起因する問題が年々深刻化しており、速やかな対応が必要とされている。本プロ
ジェクトは特に緊急な対応が必要な廃棄物処分場の改善を通じた運営管理能力の向上と、中長期
的な廃棄物発生抑制・削減を意図としたもので相手国ニーズに沿っている。

2. 上位計画との整合性：パラオ政府は国家政策の中で環境保全を重要課題のひとつとして取り上げ
ており、中でも廃棄物対策には政府内横断的な組織である中央廃棄物審議会を設立するととも
に、新たに資源開発省に廃棄物管理を担当する専門組織を設立して国内組織の整備を始めてい
る。2005年9月には地域機関であるSPREP（太平洋環境計画）により廃棄物地域戦略が地域の
マスタープランとして策定される見込みである。本プロジェクトの内容はその地域戦略に合致す
るものでパラオ国のみならず地域の政策とも整合性が高い。

3. 日本の援助政策との整合性：2000年の第2回太平洋島サミットにおける宮崎イニシアティブに
よる環境（廃棄物）分野支援ではSPREP（太平洋環境計画）教育訓練施設の無償援助協力、専門
家およびボランティアの派遣、廃棄物広域研修の実施などを行なってきた。さらに2003年の第
3回太平洋島サミットでは沖縄イニシアティブが採択され、重点分野の一つとして日本政府は引
き続き廃棄物分野への協力を表明している。また、2005年4月に開催された3Rイニシアチブ閣
僚会合では、廃棄物の発生抑制Reduce、資源及び製品の再利用Reuse、再生利用するRecycleの
推進を目指しており、我が国の持続可能な開発政策に一致している。本プロジェクトはこうした
流れに沿ったものであり日本政府の援助政策との整合性は高い。

4. 手段としての適切性：JICAは2000年度より地域国際機関であるSPREPおよびWHO//WPRO（世
界保健機関西部太平洋事務所）との連携の下に大洋州島嶼諸国に適した廃棄物管理の指導、助言
を行なっており、SPREP所在地のサモアを中心にモデルプロジェクトの実施を行なってきた。本
プロジェクトは大洋州でのこれまでの知見、経験に基づいた適正規模、適正技術による改善を意
図しており、パラオ国のような小島嶼国にふさわしいものである。

（2）有効性

「パ」国廃棄物管理の問題は、1．廃棄物の増大による処分容量の逼迫、2．既存廃棄物処分場の不適
正管理による環境衛生の悪化である。上記問題の背景には、行政のキャパシティが不足している事が
ある。キャパシティ向上のため、以下の点から本プロジェクトの有効性が見込まれる。

1. 本プロジェクトでは、廃棄物の発生抑制・削減を行うための国家方針（ドラフト）を作成する。
これにより、行政の目標が明確となり具体的な施策を実施しやすくなる。

2. 既存のMドック処分場を衛生埋立に改善することで環境衛生を改善できる。また、埋立方法の改
善により処分場の寿命を延ばす事が可能となる。さらに、Mドック処分場での教育訓練（オンザ
ジョブトレーニング）を行うことで、現場での廃棄物管理能力が向上することが期待される。

（3）効率性

以下の点から、本プロジェクトの効率性が高いと見込まれる。

1. カウンターパートに対する技術移転は既存の処分場の改善および改善後の運営管理を実施する過
程で現場を中心に適宜行なう予定である。本プロジェクトの主要なカウンターパート3名
は、2004年、2005年に実施されたJICAの廃棄物広域研修および外務省青年招聘（廃棄物管
理）などの帰国研修員であり、それぞれ資源開発省、大統領府環境対策調整局、およびコロール
州で廃棄物管理を担当している。また、首都圏の廃棄物管理を行なうコロール州の廃棄物担当部
署には帰国研修員のほか2004年8月より元協力隊員の日本人職員が、同年10月にはシニアボラ



ンティアが配属されて基礎的な体制が整っており、効率的な協力が実施できる。
2. 2005年はSPREPが主導する廃棄物対策行動年（Year of Action Against Waste）にあたり、大

洋州地域各国が廃棄物対策に取り組むことが義務付けられており、本プロジェクトの実施は意識
向上の意味でもタイミング的にも適切である。

（4）インパクト

以下の点から、本プロジェクトのインパクトが高いと見込まれる。

1. 上位目標である「コロール州の成果・経験が他州やミクロネシア地域の他諸国に普及する」に関
しては、プロジェクト期間中の広域研修およびJICAがSPREP/WHOと行なってきた廃棄物研修の
帰国研修員のネットワーク等を通じて実現が見込まれる。

2. 本プロジェクトにより住民や観光産業における廃棄物への意識が向上することが期待される。観
光産業はミクロネシア地域のみならず大洋州の多くの島嶼諸国共通の産業であり、観光産業を巻
き込んだ廃棄物の取り組みの優良事例は他の国でも適用される可能性が高い。

3. 太平洋島サミットは3年ごとに開催される予定であり、次回の開催は2006年の見込みである。
サミットの席で各国の政策決定者にこの間の進捗状況や成果を示すことで改善への意欲を高める
とともに、日本の協力の有効性をさらに印象付けることができる。

（5）自立発展性

以下の点から、本プロジェクトの自立発展性が高いと見込まれる。

1. 適正な廃棄物処理の継続には相応の予算が必要なことから、本プロジェクトではパラオ側の既存
の廃棄物財源に加えて新たな財源確保の制度構築を提言するとともに、日常の運営管理の効率を
高め、それにかかる費用の低減に取り組む計画である。

2. プロジェクトの実施は日本人専門家の指導を受けながら、かつ現地で入手できる技術、機械、材
料をできる限り使用することを計画している。プロジェクトの実施は帰国研修員を中心にして、
適宜日本人専門家からアドバイスを受けながら自主的に取り組むことを前提に計画しており、協
力終了後も適正な運営管理が継続される可能性は高い。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

本プロジェクトの中心は、既存Mドック処分場を適切な衛生埋立処分場に改善することで、既に環境
に著しい負荷を与えている汚染源規模（既存Mドック処分場）を最小化するものである。その改善工
事にあたっては、周辺住民や事務所（ホテル等）、あるいは海岸生態系への影響を最小限にとどめる
よう十分に配慮するものとする。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

類似案件の有無：有（他ドナーによるトンガ、ツバルなどの案件）
既存のシステムや施設を改善することなしに新たなシステムや施設の建設を行なっても失敗する可能
性が高い。既存のものを改善し、それを適正に運営管理することで能力の向上を行なうことが先決で
ある。また、過去の事例の中には一旦改善された施設が数年後に以前の不適正な状況に戻っている
ケースが見られる。原因として、1）人材が育成されなかった（カウンターパートの離職などを含
む）、2）相手国政府・自治体が運営管理に必要な予算措置を怠ったことなどがある。国全体のキャ
パシティを向上するためには官と民の両方の能力育成が必要である。本プロジェクトでは1）帰国研
修員を中心としたカウンターパートの育成を行いながらできるだけ民間の廃棄物事業への参加を奨励
し、2）業務の効率化によるコスト削減と財源確保の制度確立をめざすことでこれまでの教訓を活か
す計画である。

8．今後の評価計画

2007年1月頃 中間評価
2008年6月頃 終了時評価




